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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 8,356,818 8,425,386 7,386,577 7,006,620 7,038,212

経常損益 (千円) 11,428 △106,446 136,067 326,866 184,693

当期純損益 (千円) △115,778 △123,842 △2,514,958 288,415 162,649

持分法を適用した場合の 
投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,266,921 1,266,921 1,266,921 1,266,921 1,266,921

発行済株式総数 (千株) 7,716 7,716 7,716 7,716 7,716

純資産額 (千円) 3,452,532 3,349,904 818,064 1,100,733 1,263,183

総資産額 (千円) 11,146,031 11,537,658 6,358,192 6,302,908 6,270,398

１株当たり純資産額 (円) 448.32 435.36 106.36 143.22 164.36

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損益 (円) △15.02 △16.08 △326.93 37.51 21.16

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.0 29.0 12.9 17.5 20.1

自己資本利益率 (％) ― ― ― 30.0 13.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,230,890 43,064 66,630 394,928 427,741

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △62,139 △32,854 690,139 97,492 △111,943

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △884,349 △15,820 △1,350,865 △158,450 △485,936

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 744,288 738,678 144,583 478,554 308,416

従業員数 (人) 253 260 221 203 205



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権を発行しておりますが、第33期より第35

期迄は１株当たり当期純損失が計上されているため、第36期及び第37期は希薄化効果を有していないため記

載しておりません。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）の適用をしております。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 変遷の内容

昭和40年４月 一般住宅の板金工事を目的として、舩木板金工業(個人経営)を神奈川県藤沢市長後で創業

  42年６月 横葺屋根「ビューティルーフ」を開発

  43年３月 「ビューティルーフ」の製造販売を開始

  46年４月 

 

建築板金の施工、屋根材の製造販売等を目的として、資本金310万円で舩木鉄板株式会社を神奈

川県藤沢市下土棚に設立

  50年11月 元旦ビューティ工業株式会社に商号を変更

  52年７月 横葺定尺屋根の製造販売を開始

  54年５月 神奈川県藤沢市高倉(現湘南台５丁目)に本社移転

  55年３月 東京都港区に東京営業所(現東京支店)開設

  56年10月 山梨県北巨摩郡長坂町(現北杜市長坂町)に山梨工場(現山梨工場第一製造所)開設

  57年10月 大阪市淀川区に大阪営業所(現大阪支店)開設

  58年３月 システム工法の開発により、元旦ボードと各種システム部材の製造販売を開始

    ４月 名古屋市中村区に名古屋出張所(現中部支店)開設

    10月 山梨県北巨摩郡高根町(現北杜市高根町)に山梨第二工場(現山梨工場第二製造所)開設

  59年２月 「マッタラールーフ」・「スフィンクスルーフ２型」(縦葺屋根)の製造販売を開始

    11月 宮城県仙台市に仙台営業所(現東北支店)開設

  60年３月 福岡県福岡市に福岡営業所(現福岡支店)開設

    ４月 「バッキング工法」による施工法の開発

    ９月 「ダンカクルーフ260」の製造販売を開始

  63年８月 「音なしルーフ（現断熱ビューティルーフ）」(住宅用屋根)の製造販売を開始

    10月 岡山県久米郡久米町(現津山市)に岡山工場開設

平成２年２月 「元旦システム樋」の製造販売を開始

    ４月 神奈川県南足柄市に小田原営業所(現神奈川支店)開設

    10月 二重葺屋根工法「パステム」の開発により、各種パステム部材の製造販売を開始

  ４年３月 福島県安達郡本宮町（現本宮市）に福島工場開設

    ３月 「ビューティルーフL-200」(折板屋根)の製造販売を開始

  ５年10月 日本証券業協会（現ジャスダック証券取引所）に株式を店頭登録

    12月 「スフィンクスルーフ７型」(縦葺定尺屋根)の製造販売を開始

  ６年４月 山梨県北巨摩郡白州町(現北杜市白州町)に白州技術センター開設

    ４月 「サンシステム元旦」(太陽熱利用システム)の製造販売を開始

  ８年８月 「元旦TRX」(縦葺定尺屋根)の製造販売を開始

    ９月 「元旦折板G-170」(折板屋根)の製造販売を開始

  ９年８月 神奈川県藤沢市湘南台１丁目に本社移転

  10年４月 「エコクリスタル」(ガラス廃材利用リサイクルタイル・ブロック)の製造販売を開始

  12年４月 「サンビューティルーフ」(住宅用太陽電池一体型屋根)の製造販売を開始

    ６月 「滝つぼ」・「せせらぎ」(マイナスイオン発生塗料)の製造販売を開始

    12月 「ジャバラルーフ」(屋上緑化システム)の製造販売を開始

  13年４月 

 

「安眠用シートせせらぎ」・「安眠用マットせせらぎ」(マイナスイオン発生寝具)の製造販売を

開始

    ７月 「元旦ユ鋼システム」(マイナスイオン発生・高断熱屋根システム)の製造販売を開始

  14年10月 

 

テクノシステム株式会社とトラス屋根分野で業務提携し、「テクノトラス」(立体型トラス構造

材)の販売を開始

  16年４月 「ノンシャドウソーラー」（屋根一体型太陽光発電）の製造販売を開始

    ８月 「ビューティルーフF182」（住宅用横葺屋根）の製造販売を開始

  17年４月 「元旦スプリングルーフ-850」(災害リスク防止・高強度型横葺屋根)の製造販売を開始

  18年５月 「元旦サーナルーフ」（防水シート）の販売を開始

    11月 「元旦スプリングルーフ-800」(防災リスク防止・高強度型横葺屋根)の製造販売を開始

    19年３月 「元旦スチール防水屋根」(塩ビ防水シート・一体型金属屋根)の製造販売を開始



３ 【事業の内容】 

元旦ビューティ工業㈱(以下「当社」という。)は、金属屋根製品等を製造し、販売代理店等を通じて製

品の販売を行うほか、当社製品等を使用した屋根施工請負を行っております。また、環境事業として樹脂

モルタル製品及びマイナスイオン発生塗料等の販売及び塗装工事の請負を行っております。 

当社は関連当事者２社(㈲舩木板金工業、㈲舩木ガラス建材)との間に取引関係があります。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 

関連会社は次のとおりであります。 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金
(千円)

主要な
事業内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

㈱日本リワーク 東京都目黒区 85,000 一般建設業 35.2
耐震補強工事に関する業務
提携

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

205 42.2 12.0 5,082,768



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油や鋼材価格の高騰などの懸念材料はあるものの、企業収益の改善

などにより、民需中心に景気は堅調に推移しております。しかしながら建設業界においては、民間の

設備投資は回復傾向にあるものの、公共投資の減少傾向などから、依然として厳しい市場環境にあり

ます。 

このような状況下で、当社は前期の利益体質を維持するとともに、高機能屋根の開発、民間物件の

受注拡大、新規事業であるシート防水事業への参入に努めてまいりました。  

この結果、当期の売上高は7,038百万円（前期比0.4％増）となりました。その内訳は製品売上高が

3,980百万円（前期比12.2％減）、請負工事高が3,057百万円（前期比23.7％増）となりました。ま

た、損益面においては、当社の主力製品である金属屋根に使用する鋼材全般が予想以上に値上がり、

販売価格に転嫁できずにコスト高となった影響を受け、経常利益は184百万円（前期比43.4％減）、

当期純利益は162百万円（前期比43.6％減）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当期末における現金及び預金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ170百万円減少し

308百万円となっております。なお、資金の増減内容については、主として以下の要因によるもので

あります。 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、原材料価格の高騰などにより税引前当期純利益が

187百万円と前期に比べ126百万円の減益となったものの、仕入債務が235百万円増加（前期は114百万

円減少）したことなどを主たる要因として、前期に比べ32百万円増加し427百万円（前期は394百万

円）となっております。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、機械設備などの取得のための支出が118百万円

（前期は70百万円）あったことを主たる要因として、△111百万円（前期は97百万円）となっており

ます。なお、前期は旧静岡営業所の土地などの売却による有形固定資産の売却収入が135百万円あっ

たことなどから投資活動によるキャッシュ・フローは前期より209百万円減少しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、金融機関からの借入金の返済により短期借入金が

125百万円減少（前期は196百万円減少）、長期借入金が359百万円減少（前期は39百万円増加）した

ことを主たる要因として、△485百万円（前期は△158百万円）となっております。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

① 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 製品の生産実績には、請負工事に使用された当社製品の生産実績を含んでおります。 

３ 請負工事の( )内は内数で、請負工事に使用された当社製品の使用高を販売価格で表示しており、一部仕入

製品を含んでおります。 

  

② 製品仕入実績 

  

 
(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記製品仕入は、屋根・壁等の施工時に使用される当社付属製品(バックアップ材、野地材、軒先唐草等)の

一部であります。 

３ 製品仕入実績には、請負工事に使用された製品を一部含んでおります。 

  

品目 金額(千円) 前期比増減(％)

製品

 金属横葺屋根製品 1,381,205 ＋ 4.0

 金属縦葺屋根製品 1,663,699 △ 7.9

 その他屋根製品 357,494 △30.8

 その他製品 947,478 △ 9.7

計 4,349,878 △ 7.4

請負工事
(1,225,251)
3,004,040

(＋21.7)
＋17.2

品目 金額(千円) 前期比増減(％)

 金属横葺屋根製品 48,100 ＋ 5.1

 金属縦葺屋根製品 64,495 △ 3.6

 その他屋根製品 56,621 △39.8

 その他製品 699,867 ＋10.3

合計 869,084 ＋ 3.3



(2) 受注状況 

  

 
(注)  金額は販売価格によっております。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社の売上高は、最終ユーザーの設備投資等の状況により、事業年度の上半期に発生する売上高に比し、下

半期に発生する売上高が著しく増加する傾向にあります。 

  なお、前事業年度下半期並びに当事業年度下半期の売上高及び通期売上高に対する比率は、それぞれ

4,193,117千円(59.8％)、4,171,574千円(59.2％)であります。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 

  

品目 受注高(千円) 前期比増減(％) 受注残高(千円) 前期比増減(％)

製品

 金属横葺屋根製品 1,082,899 △ 2.2 39,939 △15.7

 金属縦葺屋根製品 1,314,100 △15.0 66,087 △ 4.0

 その他屋根製品 311,077 △33.6 25,125 △12.6

 その他製品 1,247,260 △ 9.9 48,877 △19.2

小計 3,955,338 △12.2 180,029 △12.4

請負工事 3,040,020 ＋21.4 894,083 △ 1.8

合計 6,995,359 △ 0.2 1,074,113 △ 3.8

品目 金額(千円) 前期比増減(％)

製品

 金属横葺屋根製品 1,090,391 △ 2.9

 金属縦葺屋根製品 1,316,867 △13.6

 その他屋根製品 314,700 △36.8

 その他製品 1,258,941 △ 9.3

小計 3,980,900 △12.2

請負工事 3,057,311 ＋23.7

合計 7,038,212 ＋ 0.4

相手先

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

綿半鋼機㈱ 544,163 7.7 379,686 5.3



(4) 主要請負工事名 

最近２事業年度の完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

Ａ 前事業年度請負金額60百万円以上の主なもの 

 
  

Ｂ 当事業年度請負金額85百万円以上の主なもの 

 
  

３ 【対処すべき課題】 

中長期に亘る安定成長のための基盤作りの年度と位置付けた当期は、最終利益を確保したものの、過

去の繰越損失を一掃したに過ぎず、経営課題であった配当実施には至りませんでした。 

 重要課題として掲げた製品競争力を強化した製品の充実（ラインナップ）は、市場への投入は果たし

たものの製品開発及び設備投資の遅れなどにより、売上貢献は低調でありました。 

 今後はこの反省を踏まえ、以下の各重要課題を実践し業容拡大及び利益の獲得を目指してまいりま

す。 

（1）販売量拡大のため従前の営業に加え、更に民間需要の拡大に注力します。 

（2）新規分野である防水事業として、サーナルーフ及び金属の特性を併せ持ったスチール防水の拡販

に努め、改修物件の販売拡大に結び付けます。 

（3）新製品である折板屋根（Ｇ－160)の施工性と廉価を武器に元旦代理店会・施工元旦会と協力の

上、売上高拡大に結び付けます。 

（4）素材高騰による大幅な利益圧迫要因を回避するため、当社の技術説明を徹底し製品価格への転嫁

を浸透させます。 

（5）受注活動の進捗管理を徹底するため、報告体制の確立・情報の一元化及び共有化を図り、組織と

して行動する体制を整備します。 

（6）従業員のスキルアップを図る目的で、階層別（一般職・中間管理職・幹部社員）の社員教育を強

化します。 

  

北川スチール㈱ 有終西小学校（大野公民館併設） （福井県大野市）

並木三丁目第２住宅管理組合 並木三丁目第２住宅 （神奈川県横浜市金沢区）

小野建㈱ 東風小学校校舎 （福岡県前原市）

相鉄興産㈱ ＴＥＣ習志野 （千葉県習志野市）

古河産業㈱ 古河スカイ㈱福井工場 （福井県坂井市）

丹和建材㈱ 京都市北部クリーンセンター （京都府京都市右京区）



４ 【事業等のリスク】 

建設業界全般において、公共投資の減少傾向等から、市場環境が低迷状況にあります。当社もこうし

た厳しい市場環境の影響を受けております。今後の市場環境については、民間設備投資は改善傾向にあ

るものの、大きな改善は見込めないと想定しております。 

 当社はこうした状況に対処すべく、機能の優れた新製品を開発し製品競争力を強化し、売上高及び利

益の確保に努めますが、この市場環境が更に悪化した場合には、当社の経営成績に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

 また、金属屋根の主原料となる鋼材価格が高騰しております。当社はコスト削減のほか、販売価格へ

の転嫁を進めておりますが、今後も高騰が進むようであれば、更に利益を圧迫する可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

販売代理店契約 

平成19年３月31日現在、116社と販売代理店契約を締結しております。 

販売代理店契約の主な事項は、次のとおりであります。 

  

 
  

契約の目的

 元旦ビューティ工業株式会社(甲)が販売代理店(乙)に対し甲製品を販売することを約し、

乙は甲の代理店として常に信用維持及び販路の拡張に努め、甲製品の宣伝広告及び顧客に対

するサービスを実施するための継続的取引に関する基本的かつ包括的事項について定めるこ

とを目的とします。

仕入及び販売

 乙は甲より製品を仕入れ、特定地における販売地域での販売を行います。 

 ただし、乙は、甲の承諾なく、甲製品の類似品を製造したり、類似ないし類似の疑いのあ

る他社製品を販売してはならないこととなっております。

契約期間

 契約締結の日から満１年 

 ただし、有効期間満了30日前までに甲乙双方または一方より書面にて異義の申し出がない

場合は、以後１年ごとに自動更新いたします。



６ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動には、発明研究と基礎研究開発、製品化のための応用研究開発及び既存製品の

ための改良研究開発があり、主に技術開発課（平成19年３月31日現在９名）と白州技術センター（平

成19年３月31日現在２名）が連携して担当しております。 

当期における研究開発費の総額は70,449千円であります。なお、当社は社内研究が主であり、担当

者が複数の案件に携わっているため、研究開発内容別の費用算出が困難であり、記載を省略しており

ます。 

なお、研究開発内容別の研究目的、主要課題及び研究成果については次のとおりであります。 

(1) 横葺屋根の研究開発 

   意匠性はそのままに性能を向上させた高級横葺屋根製品（GR－800）の研究開発を終了し、販

売を開始しました。部材を共通化させることでコストを抑え、かつ新しい技術の導入により強

度の向上が図れています。 

(2) 縦葺屋根の研究開発 

   立平葺きに類似する小型の嵌合式瓦棒葺き屋根製品(TRX-３）の研究開発を終了し、発売を開

始しました。製品形状を見直すことで材料費を削減しつつ、これまでの研究で得られた高強度

嵌合方式を本製品にも採用することで、高い耐風圧性能を有しています。 

(3)  折板屋根の研究開発 

   ハゼ締め方式に嵌合式を併用した新しい折板屋根の研究開発が終了し、発売を開始しまし

た。嵌合式を併用したことで、これまでハゼ締め方式の折板では問題とされていた熱伸縮によ

る吊子への負荷が軽減され、吊子の取り付け手間が省略されるため、施工性並びに耐久性の向

上につながります。また、製品群にハゼ式折板屋根が加わることで、幅広いニーズに対応でき

るようになりました。 

(4) トップライトの研究開発 

   横葺屋根、縦葺屋根に対応可能なトップライトの研究開発に着手しました。屋根葺材の納ま

りに熟知した屋根メーカーが開発することで、これまで屋根面から不自然に飛び出していたト

ップライト部を屋根葺材とほぼ同一の高さに設置することが加納になりますので、屋根の意匠

性の向上につながります。 

(5) 太陽光発電屋根の研究開発 

従来製品よりも低価格でかつ水密性を向上させた屋根一体型太陽電池の研究開発が終了し、

生産準備を進めております。従来方式に比べメンテナンスが容易なため、システムの維持管理

がしやすくなっています。また、取り付け方式を単純化したことで、多種多様化する太陽光発

電モジュールに幅広く対応できる製品となっております。 

(6) シート防水屋根の研究開発 

     当期より新事業としてシート防水屋根の販売を開始しておりますが、このシートに金属板を

組み合わせた新しい防水工法の研究開発が終了し、生産準備を進めております。この工法によ

り、シート防水だけでは難しかった防水性能を必要とする住宅への採用が可能になります。な

お、本製品は防火構造の性能試験に合格し、大臣認定取得に向け現在評価申請を行っておりま

す。また、この製品を使った新しい軒樋の製品化も併せて進めております。この軒樋はロール

または平板状態で搬入でき、現場で容易に加工できるため、作業性並びに輸送性の向上と防水

性能の向上につながります。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1) 財政状態の分析 

当期における総資産は6,270百万円で、前期末に比べ32百万円減少しております。 

 総資産のうち流動資産の残高は、ほぼ前期末（2,756百万円）並みの2,753百万円となっておりま

す。 

固定資産の残高は、前期末に比べ30百万円減少し3,516百万円となっております。その主な要因は、

有形固定資産の除却（10百万円）及び投資有価証券の評価減（9百万円）であります。 

 当期末における負債合計は5,007百万円で、前期末に比べ194百万円減少しております。その主な要

因は、支払条件の改善により支払手形の振出残高が306百万円増加したものの、借入金の返済により借

入金残高が485百万円減少したことによります。 

 当期末における純資産合計は、当期純利益（162百万円）の計上により前期末の純資産合計より162

百万円増加し1,263百万円となっております。 

今後も売上高及び利益の確保に努め、更なる財政状態の改善を図り、安定した企業基盤を築いてま

いります。 

  

(2) 経営成績の分析 

当期における売上高は7,038百万円で、前期に比べ31百万円増加しております。その主な内容は、メ

ーカーの責任施工を求められる物件が増加傾向にあり、その結果、製品売上高が3,980百万円（前期比

12.2％減）、請負工事高が3,057百万円（前期比23.7%増）となっております。 

当期における売上総利益は2,090百万円で、前期に比べ172百万円減少しております。その主な要因

は、原材料価格が予想以上に値上がりし、販売価格に転嫁できずコスト高となった影響によります。 

当期における経常利益は184百万円で、前期に比べ142百万円減少しております。その主な要因は、

販管費の削減、支払利息負担の減少があるものの、原材料価格の高騰による売上総利益の減少の影響

を受けております。 

当期における当期純利益は162百万円で、売上純利益及び経常利益の減少要因を受け、前期に比べ

125百万円減少しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）は総額171,814千円の設備投資を行い、その主な内

容は、生産品目拡大のための機械設備への投資であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社は国内に３ヶ所の工場を運営しております。 

また、国内に６ヶ所の支店及び16ヶ所の営業所を有している他、白州技術センターを設けております。

以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品であります。 

３ 本社及び販売設備の一部については建物を賃借しており、年間賃借料は82,822千円であります。 

４ 上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

 
  

事業所 

(所在地)
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数 

(人)建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

 山梨工場 
 (山梨県北杜市)

金属屋根
製品等の
生産設備

156,331 241,038 186,159
(39,017.55) 18,338 601,868 19

 岡山工場 
 (岡山県津山市)

金属屋根
製品の生
産設備

206,837 103,668 258,005
(45,110.73) 12,372 580,883 12

 福島工場 
 (福島県本宮市)

金属屋根
製品の生
産設備

255,218 118,326 146,706
(14,428.08) 21,015 541,267 3

本社
(神奈川県藤沢市)

統括業務 
施設 2,089 4,449 ―

(―) 5,766 12,305 75

 北海道・ 
 東北地区

東北支店ほか 
３営業所

販売設備 ― ― ―
(―) 31 31 15

 関東・ 
 甲信越 
 地区

東京支店・ 
神奈川支店 
ほか７営業所

販売設備 67 ― ―
(―) ― 67 35

 近畿・ 
 東海・ 
 北陸地区

大阪支店・ 
中部支店 
ほか２営業所

販売設備 189 ― ―
(―) 58 247 26

 中国・ 
 四国・ 
 九州地区

福岡支店 
ほか４営業所

販売設備 ― ― ―
(―) 54 54 18

白州技術センター
(山梨県北杜市)

研究開発 
施設 139,806 1,878 417,151

(61,293.42) 1,465 560,300 2

名称 リース期間
年間リース料 

(千円)
リース契約残高

(千円)

屋根製品製造設備の一部 6年 707 ―

電子計算機及び周辺機器 3～5年 11,141 24,781

営業用等車輌 3年 2,160 180



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社の設備投資については、経済動向、市場予測及び投資効果等を総合的に勘案して策定しておりま

す。 

なお、平成19年３月31日現在の投資計画の主なものは、次のとおりであります。 

  

 
（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額
資金調
達方法

着手及び完了予定月日
完成後の 
増加能力総額 

(千円)
既支払額
(千円)

着手 完了

山梨工場 
(山梨県北杜市)

金属屋根材等
の生産設備の
合理化

150,000 11,133
自己資金及
び借入金

平成19年
４月

平成20年
３月

コストダウンのた
めのものであり生
産能力の増加には
影響ありません。

岡山工場 
(岡山県津山市)

金属屋根材等
の生産設備の
合理化

70,000 ―
自己資金及
び借入金

平成19年 
４月

平成20年 
３月

コストダウンのた
めのものであり生
産能力の増加には
影響ありません。

福島工場 
(福島県本宮市)

金属屋根材等
の生産設備の
合理化

80,000 ―
自己資金及
び借入金

平成19年 
４月

平成20年 
３月

コストダウンのた
めのものであり生
産能力の増加には
影響ありません。



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,160,000

計 29,160,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 7,716,063 7,716,063
ジャスダック
証券取引所

―

計 7,716,063 7,716,063 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

  

 
(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株予約権発行予約数

から、退職等の事由により被付与者が権利を喪失した新株予約権の数を減じております。 

２ 以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整いたします。 

①当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権

の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、こ

れを切り上げる。 

 
 なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 

  

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 69 69

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) (注)１ 69,000 69,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２ １株当たり   512 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年７月１日
至 平成19年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価額    512
資本組入額    256

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予
約権の行使時において、当社
の取締役及び使用人の地位に
あることを要する。 
 新株予約権者の相続人によ
る本新株予約権の行使は認め
ないこととする。 
 各新株予約権の一部行使は
できないこととする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき

は、当社取締役会の承認を要
するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する 
事項

― ―

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

調整後払込価額 ＝調整前払込価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】    

       該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  資本準備金増減額は、欠損填補による取崩であります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式31,013株は「個人その他」に31単元、「単元未満株式の状況」に13株が含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年６月27日 
       (注)１

― 7,716,063 ― 1,266,921 △192,999 2,312,619

平成15年６月27日 
       (注)１

― 7,716,063 ― 1,266,921 △115,778 2,196,841

平成16年６月29日 
       (注)１

― 7,716,063 ― 1,266,921 △123,842 2,072,999

平成17年６月29日 
       (注)１

― 7,716,063 ― 1,266,921 △2,072,999 ―

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 5 5 66 2 ― 364 442 ―

所有株式数 
(単元)

― 351 6 1,486 21 ― 5,806 7,670 46,063

所有株式数 
の割合(％)

― 4.58 0.08 19.37 0.27 ― 75.70 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

舩木 元旦 神奈川県藤沢市 1,986 25.7

舩木商事有限会社 神奈川県藤沢市亀井野403 724 9.3

舩木 清子 神奈川県藤沢市 631 8.1

全国元旦代理店持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 371 4.8

元旦ビューティ工業株式会社  
従業員持株会

神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 319 4.1

関東甲信越元旦会持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 317 4.1

元旦取引先持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 257 3.3

日鉄鋼板株式会社 東京都中央区日本橋2-7-9 251 3.2

東北北海道元旦会持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 197 2.5

中国・四国・九州元旦会持株会 神奈川県藤沢市湘南台1-1-21 170 2.2

計 ― 5,226 67.7

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  31,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,639,000 7,633 ―

単元未満株式 普通株式   46,063 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 7,716,063 ― ―

総株主の議決権 ― 7,633 ―



② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式のストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役及び使

用人に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月27日の定時株主総会に

おいて、特別決議されたものであります。 

なお、当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
元旦ビューティ工業 
株式会社

神奈川県藤沢市湘南台 
１－１－21

31,000 ― 31,000 0.40

計 ― 31,000 ― 31,000 0.40

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役４名及び使用人60名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

       
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   会社法第155条第７号による取得 

 
（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式数は含めておりません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
（注）当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 500 142

当期間における取得自己株式 ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他     ― ― ― ―

保有自己株式数 31,013 ― 31,013 ―



３ 【配当政策】 

 当社は、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、株主に対する利益還元を最重要課

題と認識し、業績に裏付けられた成果配分を行うことを方針としております。 

 今後も、企業体質強化の基盤作りのため、生産設備の合理化、研究開発部門の強化を図るとともに、

財務体質の強化も一層促進し、株主の皆様への積極的な利益還元を図ってまいる所存であります。 

 なお、当期は前期からの繰越損失を解消できましたが、予定の利益を確保することができませんでし

たので、配当を見合せることとしました。今後は利益確保に努め、復配を目指してまいります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第35期は（ ）表示しており、平

成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 536 450 (325)   254 496 402

最低(円) 230 297 (176)   179 210 255

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高(円) 300 300 300 291 302 300

最低(円) 269 260 271 255 267 270



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

 舩 木 元 旦 昭和17年１月１日生

昭和40年４月 個人にて舩木板金工業を創業

(注)３ 1,986
昭和46年４月 舩木鉄板株式会社(現元旦ビュー

ティ工業株式会社)設立 代表取

締役社長就任(現任)

専務取締役 営業本部長 舩 木 亮 亮 昭和45年５月14日生

平成６年６月 Metal Sales Mfg. Corp. (USA)入

社

(注)３ 79

平成11年３月 元旦フューテック株式会社代表取

締役

平成13年10月 当社入社 イオン事業部次長

平成13年11月 第三営業本部長兼イオン事業部長

平成16年７月 執行役員第二営業本部長

平成17年４月 執行役員営業本部長兼システム推

進室長

平成17年６月 専務取締役営業本部長兼システム

推進室長就任

平成18年５月 専務取締役営業本部長就任（現

任）

取締役
技術指導 
部長

成 田 修 一 昭和17年５月11日生

昭和40年４月 建設省(現国土交通省)入省

(注)３ 2

昭和62年10月 沖縄開発庁沖縄総合事務局営繕監

督室長

平成２年４月 関東地方建設局長野営繕工事事務

所長

平成７年４月 関東地方建設局営繕部営繕監督室

長

平成８年５月 当社入社技術指導部長

平成10年５月 理事技術指導部長

平成13年６月 取締役技術指導部長就任(現任)

取締役 沢   和 宏 昭和19年１月6日生

昭和41年４月 株式会社横浜銀行入行

(注)３ ―

平成６年２月 同行総合企画部副部長

平成８年６月 横浜振興株式会社取締役就任

平成10年６月 同社常務取締役就任

平成14年６月 同社監査役

平成16年６月 当社監査役就任

平成19年６月 当社取締役就任(現任)



 
(注) １ 取締役沢 和宏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役早川治子及び増田一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役長島隆夫及び早川治子の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に

係る定時株主総会終結の時までであります。 

５ 監査役増田一郎の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。 

６ 専務取締役舩木亮亮は、代表取締役社長舩木元旦の長男であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 常勤 長 島 隆 夫 昭和16年４月24日生

昭和35年４月 三協工業株式会社入社

(注)４ 2

昭和39年５月 株式会社関東綜合学園入社

昭和60年６月 当社入社

平成８年６月 理事経理部長

平成９年６月 取締役管理本部副本部長兼経理部

長就任

平成10年３月 取締役管理本部副本部長兼総務部

長就任

平成12年６月 監査役就任(現任)

監査役  早 川 治 子 昭和11年２月29日生

昭和49年４月 弁護士登録(現任)

(注)４ ―

平成元年４月 (社)日本フィンランド協会専務理

事(現任)

平成６年４月 日精エー・エス・ビー機械㈱常勤

監査役

平成13年６月 当社監査役就任(現任)

監査役  増 田 一 郎 昭和21年12月７日生

昭和44年４月 株式会社横浜銀行入行

(注)５ ―

平成７年２月 同行外国業務部長

平成８年６月 同行相模原駅前支店長

平成10年２月 浜銀ファイナンス株式会社専務取

締役

平成12年６月 富士通エフ・アイ・ピー株式会社

常勤監査役就任

平成19年６月 当社監査役就任(現任)

計 2,070



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、迅速かつ正確な情報把握と意思決定をするとともに、法令遵守の重要性を認識し、経営の健

全性の向上に努めております。 

  

(2) 会社の機関の内容 

当社では、激しく変化する経営環境に対応し、会社の抱える課題等に迅速かつ正確に対応するため、

執行役員制度を導入しているほか、適時部署長会議を開催しております。この会議は、各部署長が状況

報告等を行い、その内容について意見具申を行うことで課題の共通認識と情報の共有化を図っておりま

す。 

更に毎月取締役会を開催し、経営上の重要な意思決定を行っており、この取締役会には常勤監査役及

び非常勤監査役も同席しており、適切な経営判断及び法的統制の確認をしております。 

なお、当社の社外監査役は弁護士１名を含む２名であり、当社と当該監査役との人的関係及び重要な

業務上の取引はありません。 

  

(3) 内部統制システムの整備の状況及びリスク管理体制の整備の状況 

内部管理体制については、前述の（2）会社の機関の内容のほか、総務部・財務部で構成する管理本

部により、職務権限の遵守状況の確認及び事務統制・情報適時開示等を行い、他部門への牽制機能を図

っております。また、内部監査については、社長直轄部署として内部監査室（専任者１名）を設置し、

監査役監査と連携し定期的な業務監査を実施するとともに、監査項目及び監査実施方法を検証しており

ます。更に、監査法人トーマツと会社法監査及び証券取引法監査について監査契約を締結しており、監

査役会及び取締役会は会計監査の報告を受けており、必要に応じた助言、指導も受けております。 

  

(4) 役員報酬の内容 

当期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）における当社の社内取締役に関する報酬の内容

は、定款又は株主総会決議に基づく報酬が５名に54,345千円支給しております。なお、当社は社外取締

役はおりません。また、監査役に関する報酬の内容は、定款又は株主総会決議に基づく報酬が３名

11,056千円（社外監査役２名に対する報酬3,635千円を含む）を支給しております。 

  

(5) 監査報酬の内容 

当社が監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は、公認会計士法第２条第１

項に規定する業務に基づく報酬17,500千円であります。なお、前述以外の報酬はありません。 

  

(6) 会計監査の状況 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名 

杉本 茂次（監査法人トーマツ） 

日下 靖規（監査法人トーマツ） 

②監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 １名 

会計士補等 ４名 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日)及び当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)の財務諸表について、監査法人トーマツ

の監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 491,526 331,390

 ２ 受取手形 ※1,7 266,631 484,589

 ３ 売掛金 796,584 549,897

 ４ 完成工事未収入金 391,129 601,390

 ５ 製品 196,283 209,093

 ６ 原材料 354,072 351,275

 ７ 仕掛品 6,038 10,718

 ８ 未成工事支出金 106,542 52,486

 ９ 前払費用 25,752 23,869

 10 未収入金 90,873 113,675

 11 その他流動資産 39,786 33,464

   貸倒引当金 △9,147 △7,997

   流動資産合計 2,756,075 43.7 2,753,853 43.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 2,900,719 2,897,924

    減価償却累計額 1,995,873 904,845 2,059,033 838,891

  ２ 構築物 ※１ 504,530 506,100

    減価償却累計額 414,997 89,532 423,041 83,059

  ３ 機械装置 ※１ 2,834,779 2,866,078

    減価償却累計額 2,407,351 427,428 2,399,383 466,694

  ４ 車輌運搬具 ※１ 36,707 36,707

    減価償却累計額 33,283 3,423 34,040 2,666

  ５ 工具器具備品 ※１ 516,904 550,331

    減価償却累計額 475,595 41,308 491,229 59,102

  ６ 土地 ※1,4 1,801,976 1,800,463

  ７ 建設仮勘定 4,450 11,133

   有形固定資産合計 3,272,965 (51.9) 3,262,011 (52.0)



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ 商標権 2,380 476

  ２ ソフトウェア 9,241 4,459

  ３ 電話加入権 18,558 18,558

  ４ その他無形固定資産 814 687

   無形固定資産合計 30,995 (0.5) 24,181 (0.4)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 103,521 93,631

  ２ 出資金 110 120

  ３ 長期貸付金 2,077 621

  ４ 従業員長期貸付金 15,089 15,799

  ５ 更生債権等 150,558 81,980

  ６ 長期前払費用 9,433 8,758

  ７ 会員権 124,625 116,625

  ８ 敷金・保証金 71,484 72,261

  ９ その他投資等 29,100 32,078

    貸倒引当金 △263,127 △191,524

   投資その他の資産合計 242,872 (3.9) 230,351 (3.7)

   固定資産合計 3,546,833 56.3 3,516,544 56.1

   資産合計 6,302,908 100.0 6,270,398 100.0



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※７ 947,896 1,254,894

 ２ 買掛金 301,147 184,364

 ３ 工事未払金 274,191 319,889

 ４ 短期借入金 ※１ 425,800 300,000

 ５ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 989,859 987,334

 ６ 未払金 105,179 106,900

 ７ 未払消費税等 163 3,965

 ８ 未払費用 61,165 80,742

 ９ 未払法人税等 29,709 28,972

 10 未成工事受入金 35,569 40

 11 預り金 15,218 6,631

 12 製品保証引当金 37,153 40,822

 13 設備関係支払手形 ※７ 16,669 65,083

 14 その他流動負債 7,610 15,598

   流動負債合計 3,247,333 51.5 3,395,239 54.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 1,654,673 1,297,204

 ２ 退職給付引当金 275,264 292,188

 ３ 繰延税金負債 85 47

 ４ その他固定負債 24,817 22,535

   固定負債合計 1,954,841 31.0 1,611,976 25.7

   負債合計 5,202,175 82.5 5,007,215 79.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,266,921 20.1 ― ―

Ⅱ 利益剰余金

 １ 当期未処理損失 153,544 ―

   利益剰余金合計 △153,544 △2.4 ― ―

Ⅲ その他有価証券 
  評価差額金

125 0.0 ― ―

Ⅳ 自己株式 ※３ △12,769 △0.2 ― ―

   資本合計 1,100,733 17.5 ― ―

   負債・資本合計 6,302,908 100.0 ― ―



 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ※２ ― 1,266,921

 ２ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 9,105

   利益剰余金合計 ― 9,105

 ３ 自己株式 ※３ ― △12,911

   株主資本合計 ― ― 1,263,114 20.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 68

   評価・換算差額等合計 ― ― 68 0.0

   純資産合計 ― ― 1,263,183 20.1

   負債純資産合計 ― ― 6,270,398 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 4,536,225 3,980,900

 ２ 完成工事高 2,470,395 7,006,620 100.0 3,057,311 7,038,212 100.0

Ⅱ 売上原価

 (1) 製品売上原価

  １ 製品期首たな卸高 196,297 196,283

  ２ 当期製品製造原価 2,718,498 2,637,872

  ３ 当期製品仕入高 840,889 869,084

       計 3,755,685 3,703,240

  ４ 他勘定振替高 ※１ 696,846 909,328

  ５ 製品期末たな卸高 196,283 2,862,555 (40.9) 209,093 2,584,818 (36.7)

 (2) 完成工事原価 1,881,217 (26.8) 2,363,068 (33.6)

   売上原価合計 4,743,772 67.7 4,947,886 70.3

   売上総利益 2,262,847 32.3 2,090,326 29.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 1,831,490 26.1 1,817,634 25.8

   営業利益 431,357 6.2 272,691 3.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,158 642

 ２ 受取配当金 1,660 1,506

 ３ 仕入割引 4,504 3,312

 ４ 受取賃貸料 2,402 ―

 ５ 保険配当金 2,294 2,426

 ６ 事務代行手数料 1,214 ―

 ７ 受取保険料 ― 6,025

 ８ 消費税等調整差額 ― 2,299

 ９ その他営業外収益 11,052 24,288 0.3 6,016 22,229 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 94,028 81,762

 ２ 手形売却損 18,474 12,256

 ３ その他営業外費用 16,275 128,779 1.8 16,207 110,226 1.6

   経常利益 326,866 4.7 184,693 2.6



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※４ 10,234 2,823

 ２ 投資有価証券売却益 4,670 ―

 ３ 貸倒引当金戻入額 18,555 33,461 0.5 20,618 23,442 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※５ 8,172 ―

 ２ 固定資産除却損 ※６ 4,366 10,838

 ３ 土地寄付額 33,680 ―

  ４ 投資有価証券評価損 ― 46,219 0.7 9,925 20,763 0.2

   税引前当期純利益 314,108 4.5 187,372 2.7

   住民税 25,693 0.4 24,723 0.4

   当期純利益 288,415 4.1 162,649 2.3

   前期繰越損失 441,959

   当期未処理損失 153,544



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 1,855,309 68.3 1,797,236 68.0

Ⅱ 労務費 253,504 9.3 240,027 9.1

Ⅲ 経費 608,295 22.4 605,288 22.9

  (うち減価償却費) (160,162) (5.9) (150,492) (5.7)

  (うち外注加工費) (198,654) (7.3) (180,842) (6.8)

  当期総製造費用 2,717,109 100.0 2,642,552 100.0

  期首仕掛品たな卸高 7,428 6,038

       計 2,724,537 2,648,590

  期末仕掛品たな卸高 6,038 10,718

  当期製品製造原価 2,718,498 2,637,872

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

原価計算の方法

 組別総合原価計算を採用しております。

原価計算の方法

同左



完成工事原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 ※２ 708,936 37.7 985,473 41.7

Ⅱ 外注加工費 1,029,927 54.7 1,233,511 52.2

Ⅲ 労務費 61,748 3.3 67,038 2.8

Ⅳ 経費 80,604 4.3 77,044 3.3

  当期完成工事原価 1,881,217 100.0 2,363,068 100.0

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 １ 原価計算の方法 

   個別原価計算を採用しております。

 １ 原価計算の方法 

            同左

※２ 材料費は主として、製品売上原価からの振替によ

るものであります。

※２          同左



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,266,921 △153,544 △153,544 △12,769 1,100,607

事業年度中の変動額

 当期純利益 162,649 162,649 162,649

 自己株式の取得 △142 △142

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 162,649 162,649 △142 162,506

平成19年３月31日残高(千円) 1,266,921 9,105 9,105 △12,911 1,263,114

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 125 125 1,100,733

事業年度中の変動額

 当期純利益 162,649

 自己株式の取得 △142

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△56 △56 △56

事業年度中の変動額合計(千円) △56 △56 162,450

平成19年３月31日残高(千円) 68 68 1,263,183



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 314,108 187,372

   減価償却費 214,212 181,573

   貸倒引当金の増加額（△減少額） 1,230 △65,152

   退職給付引当金の増加額 4,343 16,924

   製品保証引当金の増加額 11,299 3,669

   受取利息及び受取配当金 △2,819 △2,149

   支払利息 94,028 81,762

   投資有価証券売却益 △4,670 ―

   固定資産売却損 8,172 ―

   固定資産除却損 4,366 10,838

   土地寄付額 33,680 ―

   売上債権の減少額（△増加額） 113,413 △122,754

   たな卸資産の減少額（△増加額） △73,404 39,363

   仕入債務の増加額（△減少額） △114,766 235,912

   未成工事受入金の増加額（△減少額） 13,232 △35,529

   未払金の減少額 △27,486 △3,534

   未払消費税等の増加額（△減少額） △40,091 3,802

   その他 △34,563 △3,450

    小計 514,287 528,646

   利息及び配当金の受取額 2,818 2,080

   利息の支払額 △94,252 △77,300

   法人税等の支払額 △27,924 △25,684

   営業活動によるキャッシュ・フロー 394,928 427,741

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 ― △15,002

   有形固定資産の取得による支出 △70,422 △118,144

   有形固定資産の売却による収入 135,057 4,635

   無形固定資産の取得による支出 △4,728 △1,050

   投資有価証券の取得による支出 △109 △130

   投資有価証券の売却による収入 31,191 ―

   貸付けによる支出 △5,690 △7,650

   貸付金の回収による収入 15,804 20,723

   その他 △3,609 4,673

   投資活動によるキャッシュ・フロー 97,492 △111,943



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 1,850,000 1,300,000

   短期借入金の返済による支出 △2,046,100 △1,425,800

   長期借入れによる収入 1,330,000 1,090,000

   長期借入金の返済による支出 △1,290,602 △1,449,994

   自己株式の増加額 △1,748 △142

   財務活動によるキャッシュ・フロー △158,450 △485,936

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 333,971 △170,138

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 144,583 478,554

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 478,554 308,416



⑤ 【損失処理計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 153,544

Ⅱ 次期繰越損失 153,544



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

  当期末の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

  当期末の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

デリバティブ

同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品、原材料及び仕掛品 

   総平均法に基づく原価法

(1) 製品、原材料及び仕掛品

同左

(2) 未成工事支出金 

   個別法に基づく原価法

(2) 未成工事支出金

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

   定率法

   但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(附属設備を除く。)に

ついては定額法

   主な耐用年数

建物 15～38年

構築物 10～30年

機械装置 12年

車輌運搬具 ４年

工具器具備品 ２～15年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

   定額法

   主な耐用年数

商標権 ５年

自社利用の 

ソフトウェア
５年

(社内における利用可能期間)

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用 

   均等償却 

   主な償却期間      ５年

(3) 長期前払費用

同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、破産更生債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 製品保証引当金

   製品販売後の無償補修費用の支

出に充てるため、売上高に過去の

実績率を乗じた額を計上しており

ます。

(2) 製品保証引当金

同左

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上しております。

   数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額

法により翌事業年度から費用処理

することとしております。

(3) 退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法  長期借入金の一部について、取締役

会決議に基づき将来の金利上昇リスク

を軽減する目的で金利スワップ取引及

び金利キャップ取引を行っておりま

す。当該デリバティブ取引について

は、財務部が実行管理を行い、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、当該特例処

理（金利スワップを時価評価せずに当

該金利スワップに係る金銭の受払の純

額を金利変換の対象となる負債に係る

利息に加減する方法）を採用しており

ます。また、特例処理の要件を満たさ

ない金利スワップ取引及び金利キャッ

プ取引については、ヘッジ有効性評価

を行い、繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、ヘッジ有効性評価につ

いては、特例処理の要件を満たさない

金利スワップ取引に関しては、ヘッジ

対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー総額の変動額の割合の相関関係を求

めることにより、金利キャップ取引に

関しては、ヘッジ対象とヘッジ手段の

想定元本、契約条件等により評価して

おります。特例処理の要件を満たす金

利スワップ取引については、有効性の

評価を省略しております。

同左

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書上資金の

範囲に含めた現金及び現金同等物は、

手許現金及び要求払預金のほか、取得

日から３ヶ月以内に満期日が到来する

定期預金であります。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

 消費税等の会計処理方法

  税抜方式によって処理しておりま

す。

 消費税等の会計処理方法

同左



  

会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12年９日）を適用しております。

   従来の資本の部の合計に相当する金額は、

1,263,183千円であります。

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――― （損益計算書）

１ 前事業年度まで区分掲記しておりました受取賃借料

(当期は1,805千円)は、金額が僅少となったため、営

業外収益の「その他営業外収益」に含めて表示してお

ります。

２ 前事業年度まで区分掲記しておりました事務代行手

数料(当期は1,175千円)は、金額が僅少となったた

め、営業外収益の「その他営業外収益」に含めて表示

しております。

３ 受取保険料は営業外収益の合計額の100分の10を超

えたため、区分掲記することとしました。なお、前事

業年度は営業外収益の「その他営業外収益」に2,364

千円含まれております。

４ 消費税等調整差額は営業外収益の合計額の100分の

10を超えたため、区分掲記することとしました。な

お、前事業年度は営業外収益の「その他営業外収益」

に344千円含まれております。



追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  当社は、前期まで６期連続で当期純損失を計上して

おり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おりました。

  当社としては黒字体質への転換を図るため、「新し

い商流の確立」・「価格戦略の見直し」・「コストの

削減」を経営方針とし、販売粗利益の確保、固定費の

削減を実行してまいりました。また、前期において、

「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用、本社

土地建物等の売却を進めたほか、当期においても不稼

動資産の売却を実行し、財務体質の改善も進めてまい

りました。

  その結果、販売価格の改善・受注物件の採算見直

し・人件費及びその他固定費の低減により、当期の営

業利益は431,357千円（前期は営業利益282,961千円）

となり、また、支払利息負担の軽減等により経常利益

は326,866千円（前期は経常利益136,067千円）、当期

純利益は288,415千円（前期は当期純損失2,514,958千

円）を計上し、黒字体質への転換が達成できました。

従って、当期において継続企業の前提に関する重要な

疑義は解消したと判断しております。

――――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

  (1) 担保に供している資産

   ① 工場財団(工場抵当法によるものを含む)

建物
599,859千円
(447,380)

構築物
71,855
(54,243)

機械装置
419,963
(220,711)

車輌運搬具 874

工具器具備品 20,304

土地
565,158
(404,711)

計
1,678,016千円
(1,127,046)

     ( )内の金額は内数で、工場抵当法によるも

のであります。

 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

  (1) 担保に供している資産

   ① 工場財団(工場抵当法によるものを含む)

建物
552,641千円
(412,565)

構築物
65,746
(49,490)

機械装置
460,469
(220,302)

車輌運搬具 871

工具器具備品 18,338

土地
565,158
(404,711)

計
1,663,226千円
(1,087,070)

     ( )内の金額は内数で、工場抵当法によるも

のであります。

   ② その他

受取手形 210,776千円

建物 272,510

土地 1,189,938

計 1,673,224千円
 

   ② その他

建物 234,278千円

土地 1,140,800

計 1,375,078千円

（注）上記のほか、担保受入手形（貸付金等の担保として

受入れた商業手形）19,223千円を当社の借入金の担

保として、金融機関に差入れております。

  (2) 上記に対応する債務

短期借入金 278,738千円

一年内返済予定長期借入金 951,673

長期借入金 1,599,297

計 2,829,708千円

  (2) 上記に対応する債務

短期借入金 160,000千円

一年内返済予定長期借入金 945,954

長期借入金 1,297,204

計 2,403,158千円

 

※２ 会社が発行する株式の総数

普通株式 29,160,000株

   発行済株式の総数

普通株式 7,716,063株

※２       ――――――――

※３ 自己株式の保有数

普通株式 30,513株

※３       ――――――――

※４ 企業立地促進奨励金によって取得した資産につい

ては、企業立地促進奨励金に相当する下記金額を取

得価額から控除しております。

土地 40,293千円

※４ 企業立地促進奨励金によって取得した資産につい

ては、企業立地促進奨励金に相当する下記金額を取

得価額から控除しております。

土地 40,293千円

５ 受取手形割引高 1,312,209千円

受取手形裏書譲渡高 19,281

５ 受取手形割引高 1,244,029千円

６ 当座貸越契約による借入未実行残高は次のとおり

であります。

借入枠 240,800千円

実行残高 240,800

差引 ―千円

６ 当座貸越契約による借入未実行残高は次のとおり

であります。

借入枠 200,000千円

実行残高 200,000

差引 ―千円



  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※７       ―――――――― ※７ 期末日満期手形

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれております。

受取手形 486千円

支払手形 131,320

設備関係支払手形 8,890

割引手形 114,890

８ 平成15年６月27日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っております。

資本準備金 115,778千円

 ８       ――――――――

  平成16年６月29日開催の定時株主総会において、

下記の欠損てん補を行っております。

資本準備金 123,842千円

 
９ 資本の欠損額 166,313千円  ９       ――――――――

１０ 配当制限

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は125千円

であります。

１０       ――――――――



(損益計算書関係) 

  

 
  
  
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高の主要な科目及び金額は、次のとお

りであります。

工事原価の材料費 672,685千円

製品補修費 4,869

見本費 15,214

※１ 他勘定振替高の主要な科目及び金額は、次のとお

りであります。

工事原価の材料費 851,622千円

製品補修費 34,963

見本費 17,845

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

広告宣伝費 42,249千円

販売促進費 34,125

運送費 124,304

貸倒引当金繰入額 22,689

製品保証引当金繰入額 37,153

役員報酬 65,955

給与・賞与 749,710

退職給付費用 24,768

福利厚生費 107,873

減価償却費 34,864

賃借料及びリース料 176,611

研究開発費 56,066

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

広告宣伝費 51,026千円

販売促進費 46,380

運送費 128,499

製品保証引当金繰入額 40,822

役員報酬 65,401

給与・賞与 756,516

退職給付費用 18,562

福利厚生費 112,196

減価償却費 15,457

賃借料及びリース料 171,619

研究開発費 70,449

   販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は、おおむね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約71％

一般管理費に属する費用 約29

   販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の

割合は、おおむね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約72％

一般管理費に属する費用 約28

※３ 研究開発費の総額 56,066千円 ※３ 研究開発費の総額 70,449千円

 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 10,234千円

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 20千円

機械装置 2,803

2,823千円

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 7,039千円

構築物 1,133

計 8,172千円

※５       ――――――――

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 421千円

機械装置 2,482

車輌運搬具 144

工具器具備品 510

その他無形固定資産 782

長期前払費用 25

計 4,366千円

 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 444千円

機械装置 10,193

工具器具備品 200

計 10,838千円



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  

１．発行済株式及び自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要) 

 自己株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 500株 

  

  
２ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。 

  

   

  

   
  
３ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

 普通株式（株） 7,716,063 ― ― 7,716,063

自己株式

 普通株式（株） 30,513 500 ― 31,013

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業 
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成14年新株予約権 普通株式 ― ― ― ― ―



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※現金及び現金同等物と貸借対照表科目との関係

現金及び預金期末残高 491,526千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△12,972

現金及び現金同等物期末残高 478,554千円
  

※現金及び現金同等物と貸借対照表科目との関係

現金及び預金期末残高 331,390千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△22,974

現金及び現金同等物期末残高 308,416千円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 4,425 2,212 2,212

車輌運搬具 6,331 3,693 2,637

工具器具備品 35,502 17,110 18,392

合計 46,258 23,015 23,242
 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

車輌運搬具 6,331 5,803 527

工具器具備品 47,292 24,211 23,080

合計 53,623 30,015 23,608

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10,588千円

１年超 13,445

合計 24,033千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 10,220千円

１年超 14,072

合計 24,293千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 16,452千円

減価償却費相当額 16,049

支払利息相当額 452

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14,009千円

減価償却費相当額 13,443

支払利息相当額 513

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したもの、及び時価が取

得原価に比べて30％以上50％未満下落したもののうち、過去１年間の決算日又は中間決算日における時価が同

程度下落しているものについて減損処理を行っております。 

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

 
  

種類

当事業年度(平成18年３月31日現在)

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 309 521 211

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 309 521 211

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 309 521 211

売却額 
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額 
(千円)

31,191 4,670 ―

非上場株式 103,000千円



当事業年度(平成19年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得原価に比べて50％以上下落したもの、及び時価が取

得原価に比べて30％以上50％未満下落したもののうち、過去１年間の決算日又は中間決算日における時価が同

程度下落しているものについて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

その他有価証券 

 
  

  

種類

当事業年度(平成19年３月31日現在)

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 439 556 116

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 439 556 116

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 439 556 116

非上場株式 93,074千円



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社は長期借入金の一部について、将来の金利上昇リスクを軽減する目的で金利スワップ取引及

び金利キャップ取引を行っております。当該取引は、将来の金利上昇リスクを軽減する目的で行

い、投機目的では利用しない方針であります。なお、契約先は使用度の高い国内の銀行であり、相

手方の契約不履行によるリスクはほとんどないものと認識しております。また、当該取引は、取締

役会決議に基づき、財務部が実行管理をしており、「金融商品に係る会計基準」の特例処理を満た

しているものを除き、ヘッジ対象とヘッジ手段の想定元本、契約条件等によりヘッジ有効性評価を

行い、ヘッジ会計を適用しております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 
（注）１．上記はヘッジ会計の要件を満たさなくなったため、ヘッジ会計の終了したものであります。 

２．時価の算定方法 

期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社は長期借入金の一部について、将来の金利上昇リスクを軽減する目的で金利スワップ取引及

び金利キャップ取引を行っております。当該取引は、将来の金利上昇リスクを軽減する目的で行

い、投機目的では利用しない方針であります。なお、契約先は使用度の高い国内の銀行であり、相

手方の契約不履行によるリスクはほとんどないものと認識しております。また、当該取引は、取締

役会決議に基づき、財務部が実行管理をしており、「金融商品に係る会計基準」の特例処理を満た

しているものを除き、ヘッジ対象とヘッジ手段の想定元本、契約条件等によりヘッジ有効性評価を

行い、ヘッジ会計を適用しております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 
（注）１．時価の算定方法 

期末の時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類
契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

市場

取引

以外

金利キャップ

 買建 300,000 ― ― ―

合計 300,000 ― ― ―

区分 種類
契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

市場

取引

以外

金利キャップ

 買建 100,000 100,000 474 967

合計 100,000 100,000 474 967



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の退職金制度として、退職一時金制度及び適格退職年金制度を採用しており

ます。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
  

４ その他退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

  

 

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

退職給付債務 △384,614千円 △405,079千円

年金資産 143,411 150,398

未認識数理計算上の差異 △34,061 △37,507

退職給付引当金 △275,264千円 △292,188千円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

勤務費用 28,211千円 25,262千円

利息費用 7,947 7,602

期待運用収益 △2,199 △2,151

数理計算上の差異の費用処理額 453 △1,280

臨時に支払った割増退職金 709 ―

退職給付費用 35,122千円 29,433千円

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

割引率 2.0％ 2.0％

期待運用収益率 1.5％ 1.5％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年



(税効果会計関係) 
  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (流動項目)

   繰延税金資産

 原材料評価損 109,698千円

 製品評価損 12,969

 製品保証引当金 15,098

 その他 15,581

繰延税金資産小計 153,348千円

評価性引当額 △153,348

繰延税金資産合計 ―千円

  (固定項目)

   繰延税金資産

 貸倒引当金損金算入限度 
 超過額

74,125千円

 投資有価証券評価損 12,598

 会員権評価損 41,362

 退職給付引当金 111,867

 減損損失 506,278

 繰越欠損金 357,864

 その他 16,466

繰延税金資産小計 1,120,562千円

評価性引当額 △1,120,562

繰延税金資産合計 ―千円

   繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 85千円

繰延税金負債合計 85千円

繰延税金負債の純額 85千円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  (流動項目)

   繰延税金資産

 原材料評価損 67,821千円

 製品評価損 15,626

 製品保証引当金 16,590

 その他 5,405

繰延税金資産小計 105,442千円

評価性引当額 △105,442

繰延税金資産合計 ―千円

  (固定項目)

   繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度
 超過額

65,644千円

 投資有価証券評価損 16,631

 会員権評価損 41,362

退職給付引当金 118,745

 減損損失 497,827

 繰越欠損金 335,213

 その他 9,605

繰延税金資産小計 1,085,031千円

評価性引当額 △1,085,031

繰延税金資産合計 ―千円

   繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 47千円

繰延税金負債合計 47千円

繰延税金負債の純額 47千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

1.6

 住民税均等割等 8.2

 繰越欠損金の消滅 10.5

 評価性引当額の増加額 △52.2

 その他 △0.5

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

8.2％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

3.4

 住民税均等割等 13.2

 評価性引当額の増加額 △44.5

 その他 0.5

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

13.2％



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数につ

いては、株式数に換算して記載しております。 

 
  

② 単価情報 

 
  

会社名  提出会社

決議年月日  平成14年6月27日

付与対象者の区分及び人数（名）
 当社取締役  4
 当社従業員 60

株式の種類及び付与数（株）  普通株式 100,000

付与日  平成14年8月1日

権利確定条件

 新株予約権は、本新株予約権の行使時において、当社の取締役及び使
用人の地位であることを要する。 
 新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認められないことと
する。 
 各新株予約権の一部行使はできないこととする。

対象勤務期間  定めておりません。

権利行使期間
 平成16年7月1日
 ～平成19年6月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

権利確定前

 期首（株） ―

 付与（株） ―

 失効（株） ―

 権利確定（株） ―

 未確定残（株） ―

権利確定後

 期首（株） 69,000

 権利確定（株） ―

 権利行使（株） ―

 失効（株） ―

 未行使残（株） 69,000

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年6月27日

権利行使価格（円） 512

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―



(持分法損益等) 
  

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 関連会社株式については、取得価額の全額を減損処理

しております。また、持分法を適用した場合の投資の金

額及び持分法を適用した場合の投資損益は零でありま

す。

同左



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 当社は、銀行借入れに対して当社代表取締役社長 舩木 元旦より債務保証を受けております。なお、保証

料の支払いは行っておりません。 

３ 監査役 早川治子、㈲舩木板金工業及び舩木商事㈲との価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他

の当事者と同様の条件によっております。 

４ 当社役員舩木元旦の近親者が議決権の60％を直接所有しております。 

５ 当社役員舩木元旦の近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者

舩木元旦 ― ―
当社代表取
締役社長

被所有
25.7

(直接)
― ―

当社銀行借
入に対する
債務被保証
（注２）

66,662 ― ―

早川治子 ― ― 当社監査役 なし ― ― 弁護士費用 2,993 ― ―

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈲舩木板
金工業 
(注４)

神奈川
県 
鎌倉市

3,000 屋根板金業 なし なし

当社製品
の販売及
び請負工
事の受注

製品の販売 2,210

売掛金 145

受取手形 1,500

工事の請負 1,056 ― ―

舩木商事
㈲ 
(注５)

神奈川
県 
藤沢市

3,000
不動産の売
買・賃借及
び管理

被所有
9.3

(直接)
兼任１名

事務所の
賃借

事務所の
賃借

14,080

前払費用 1,173

その他投
資 等 ( 敷
金・保 証
金)

5,560



当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ ㈲舩木板金工業及び舩木商事㈲との価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条

件によっております。 

３ 当社役員舩木元旦の近親者が議決権の60％を直接所有しております。 

４ 当社役員舩木元旦の近親者が議決権の100％を直接所有しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈲舩木板
金工業 
(注３)

神奈川
県 
鎌倉市

3,000 屋根板金業 なし なし

当社製品
の有償支
給及び工
事外注費

製品の有償
支給 1,263 ― ―

工事外注費 2,010
工事未払

金 115

舩木商事
㈲ 
(注４)

神奈川
県 
藤沢市

3,000
不動産の売
買・賃借及
び管理

被所有
9.3

(直接)
兼任１名

事務所の
賃借

事務所の
賃借 14,344

前払費用 1,438

その他投
資 等 ( 敷
金・保 証
金)

6,950



(企業結合等関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 



当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 143円22銭 164円36銭

１株当たり当期純利益 37円51銭 21円16銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

同左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(千円) 288,415 162,649

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 288,415 162,649

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,687 7,685

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

 新株予約権「１種類」

(新株予約権の数69個)。

これらの詳細は、「第４

提出会社の状況 １ 株

式等の状況 (2) 新株予

約権等の状況」に記載の

とおりであります。

 新株予約権「１種類」

(新株予約権の数69個)。

 同左



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

その他有価証券

綿半ホールディングス㈱ 200,000 80,000

アメリカンシルバーウッド㈱ 200 10,000

テクノシステム㈱ 200 2,248

㈱ぶなの森玉川温泉 60 826

㈱塩見ホールディングス 1,626 556

計 202,086 93,631



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
２ ソフトウェアの当期減少額は、ソフトウェアの減価償却完了に伴うものであります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 2,900,719 ― 2,794 2,897,924 2,059,033 65,509 838,891

 構築物 504,530 1,570 ― 506,100 423,041 8,043 83,059

 機械装置 2,834,779 126,133 94,834 2,866,078 2,399,383 77,260 466,694

 車輌運搬具 36,707 ― ― 36,707 34,040 757 2,666

 工具器具備品 516,904 37,427 4,000 550,331 491,229 19,433 59,102

 土地 1,801,976 ― 1,512 1,800,463 ― ― 1,800,463

 建設仮勘定 4,450 171,814 165,130 11,133 ― ― 11,133

有形固定資産計 8,600,067 336,944 268,272 8,668,739 5,406,728 171,004 3,262,011

無形固定資産

 商標権 9,523 ― ― 9,523 9,047 1,904 476

 ソフトウェア 64,093 1,050 58,113 7,030 2,570 5,832 4,459

 電話加入権 18,558 ― ― 18,558 ― ― 18,558

 その他 
 無形固定資産

3,147 ― 2,132 1,014 327 126 687

無形固定資産計 95,322 1,050 60,245 36,126 11,945 7,863 24,181

長期前払費用 11,562 2,030 562 13,030 4,271 2,705 8,758

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

機械装置 山梨工場 屋根製品製造設備 74,310 千円

岡山工場 屋根製品製造設備 49,801 千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」は、当期末残高と期末日現在の利率による加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。 

  

 
  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 425,800 300,000 2.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 989,859 987,334 2.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,654,673 1,297,204 2.5 平成20年4月～平成23年12月

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 3,070,332 2,584,538 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 683,348 391,086 212,340 10,430



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権に係る貸倒引当金の洗替額9,246千円、債権回収による取崩

額17,031千円及び会員権の売却に伴う取崩額400千円であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 272,274 8,071 54,146 26,677 199,522

製品保証引当金 37,153 40,822 37,153 ― 40,822



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

  相手先別内訳 

  

 
  

  期日別内訳 

  

 

区分 金額(千円)

現金 2,939

預金の種類

当座預金 276,402

普通預金 19,073

通知預金 10,000

定期預金 22,974

小計 328,450

合計 331,390

相手先 金額(千円)

井上定㈱ 32,884

㈱角藤 30,505

㈲ジャルテック 24,561

山二建設資材㈱ 17,708

㈱ライム・イシモト 17,693

その他 361,235

合計 484,589

期日 金額(千円)

平成19年３月満期 486

平成19年４月満期 172

平成19年５月満期 20,125

平成19年６月満期 200,032

平成19年７月満期 257,304

平成19年８月満期 6,300

平成19年９月以降満期 168

合計 484,589



ハ 売掛金 

  相手先別内訳 
  

 
  

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ 完成工事未収入金 

  相手先別内訳 
  

 
  

 完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(千円)

㈱メタルワン 122,542

綿半鋼機㈱ 57,390

井上定㈱ 30,394

㈱ミツイバウマテリアル 22,428

㈱横瀬板金工業所 22,128

その他 295,012

合計 549,897

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

796,584 4,179,946 4,426,632 549,897 88.9 58.7

相手先 金額(千円)

㈱三電 129,990

長坂建設㈱ 49,875

中信建設㈱ 47,250

生川建設㈱ 33,600

㈱竹中工務店 28,855

その他 311,820

合計 601,390

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

391,129 3,210,177 2,999,916 601,390 83.3 56.4



ホ 製品 

  

 
  

ヘ 原材料 

  

 
  

ト 仕掛品 

  

 
  

チ 未成工事支出金 
  

 
(注) １ 期末残高の内訳は次のとおりであります。 

  

 
２ 当期支出額及び期末残高の材料費には、製品売上原価からの振替によるものが次のとおり含まれておりま

す。 

  

 
  

品目 金額(千円)

金属横葺屋根製品 72,257

金属縦葺屋根製品 58,890

その他屋根製品 21,272

その他製品 56,673

合計 209,093

品目 金額(千円)

コイル 247,265

裏貼り材 5,562

その他 98,447

合計 351,275

品目 金額(千円)

木毛板 10,718

合計 10,718

前期繰越高(千円) 当期支出額(千円)
完成工事原価への振替額

(千円)
期末残高(千円)

106,542 2,309,012 2,363,068 52,486

材料費(千円) 外注工事費(千円) 経費(千円) 計(千円)

28,389 18,884 5,213 52,486

当期支出額(千円) 材料費(千円)

844,580 26,719



② 流動負債 

イ 支払手形 

  相手先別内訳 
  

 
  

  期日別内訳 

  

 
  

ロ 買掛金 

  

相手先 金額(千円)

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 261,468

スズフジ・スチールサービス㈱ 193,556

古河産業㈱ 95,325

カネパールサービス㈱ 43,250

㈲地域開発 32,951

その他 628,342

合計 1,254,894

期日 金額(千円)

平成19年３月満期 131,320

平成19年４月満期 257,654

平成19年５月満期 300,552

平成19年６月満期 290,413

平成19年７月満期 198,175

平成19年８月満期 72,257

平成19年９月以降満期 4,519

合計 1,254,894

相手先 金額(千円)

伊藤忠丸紅テクノスチール㈱ 27,434

スズフジ・スチールサービス㈱ 21,143

㈲谷井板金工業 17,850

古河産業㈱ 13,399

中国日軽形販㈱ 13,004

その他 91,531

合計 184,364



ハ 工事未払金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

㈱二見屋 78,172

㈱第一産栄社 31,185

㈱森井板金工業 27,825

㈱ＩＮＯＸ 26,775

町田板金工業㈱ 17,096

その他 138,835

合計 319,889



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 その新株券発行に係る印紙税相当額

株券喪失登録

  株券喪失登録料 １件につき9,030円（消費税込み）

  株券登録料 １枚につき525円（消費税込み）

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によ
って電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行
う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
（ホームページアドレス http://www.gantan.co.jp/ir/index.html)

株主に対する特典
屋根の無料診断 
一般価格の２割引販売及び責任施工



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第36期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月30日関東財務局長に提

出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(1)有価証券報告書の訂正報告書）を平成18年７月28日関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書 

事業年度 第37期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月15日関東財務局長に

提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

元旦ビューティ工業株式会社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている元旦ビューティ工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、元旦ビューティ工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成18年６月29日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  日  下  靖  規  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 
  
 

元旦ビューティ工業株式会社 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている元旦ビューティ工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第37期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、元旦ビューティ工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

平成19年６月28日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  杉  本  茂  次  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  日  下  靖  規  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。
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